
令和元年８月９日
四国地方整備局コンプライアンス推進本部

Ⅰ　コンプライアンスの推進

１　コンプライアンス推進体制

・

・

・

・

・

・ 次期推進計画の関係者への説明について(H31.3)

（２）コンプライアンス・アドバイザリー委員会

　平成30年度は、第１回委員会を平成30年7月6日に開催する予定で
あったが、災害対応を行うため、各委員の了解のもと持ち回りの会議
に変更した。事務局が各委員を訪問して意見を伺い取りまとめ、再度
確認いただいた結果、議事である「平成29年度の取組状況（報告書
案）」について了承いただくとともに、今後の取組等に対する提言を
いただいた。
　第２回委員会を平成31年2月1日に開催し、四国地方整備局コンプラ
イアンス推進計画（2019年度～2021年度）案および平成30年度コンプ
ライアンス取組状況の中間報告についてご審議いただいた。

　本報告は、中長期的な再発防止対策としての取組を継続しつつ、より広範囲なコンプライアンスに
関する複数年にわたる計画として策定した「四国地方整備局コンプライアンス推進計画（平成28年度
～平成30年度）」（以下「推進計画」という。）に基づく、平成30年度における取組状況と取組に対
する評価について報告するものである。

　以下、推進計画の項目に沿って記載する。

推進計画に基づく取組状況及び取組に対する評価

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

（１）コンプライアンス推進本部等 　コンプライアンス推進体
制については、アドバイザ
リー委員会の意見も踏ま
え、推進本部において整備
局全体の取組が円滑に行わ
れるとともに、事務所推進
室による自律的取組も積極
的に行われており、組織と
してのコンプライアンス等
の強化が図られている。
　アドバイザリー委員会か
らは随時、客観的な意見、
提言等を頂いており、これ
らに対し、推進本部等で対
応方針に対し検討を行って
いる。
　新しい推進計画につい
て、アドバイザリー委員会
での審議後、２月のコンプ
ライアンス推進本部会議で
策定されたが、アドバイザ
リー委員会において、実施
期間３ヶ年が、集大成的な
ものになるという位置づけ
で取り組むように提言され
た。

　本部長（局長）の招集による定例会議（推進本部）を、原則毎月１
回開催し、推進計画に基づく各月の取組の実施状況を確認、検証する
ほか、以下のような議案等について審議した。

平成30年度第１回コンプライアンス・アドバイザリー委員会資料
について（H30.7）
平成30年度第１回コンプライアンス・アドバイザリー委員会での
提言事項について（H30.8）

（３）事務所等の体制

　各事務所及び管理所においては、コンプライアンス推進責任者（事
務所長及び管理所長）及び推進責任者を補佐する「事務所（管理所）
コンプライアンス推進室」を中心に、コンプライアンス等の強化のた
めの取組が積極的に行われており、事務所等独自の取組（以下の各取
組項目の中で記載）もそれぞれ工夫しながら行われている。

平成３０年度四国地方整備局コンプライアンス報告書

はじめに

　平成24年10月17日、公正取引委員会から国土交通省に対し、高知県内における四国地方整備局の土
木工事発注に関し入札談合等関与行為防止法に規定する入札談合等関与行為が認められるとして、同
法に基づく改善措置要求が行われ、これを受け国土交通省においては「当面の再発防止対策につい
て」が取りまとめられた。

　このことを踏まえ、四国地方整備局では局長を本部長とする「コンプライアンス推進本部」を設置
し、コンプライアンスの推進及びそのための内部統制の強化（以下「コンプライアンス等の強化」と
いう。）を図るため、外部有識者で構成する「コンプライアンス・アドバイザリー委員会」の意見を
踏まえ、「コンプライアンス推進計画」を策定し、継続的に取り組むこととした。

推進計画に基づく取組等の関係方面への周知（協力依頼）につい
て（H30.9及10）
次期推進計画の方針について（H31.1)

四国地方整備局コンプライアンス推進計画（2019年度～2021年
度）策定について(H31.2)
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２　幹部職員のコンプライアンスの徹底

・

・

・

３　職員の意識改革

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

（１）コンプライアンスに関する講習会等の基本的方向

　１）違法性やペナルティについての認識の徹底 　職員のコンプライアンス
意識の啓発については、
ミーティングや講習会等
で、職員一人ひとりに法令
違反の違法性と結果の重大
性や組織の一員として不正
防止を図ることの重要性を
認識させた。各部署でも、
個別に、他機関の不祥事に
関する報道等について注意
喚起を行うなど、具体的で
幅広い事例を基に、職員の
コンプライアンス意識が高
まるような取組が行われて
いる。

　＜不祥事・不正行為等の具体的で幅広い事例を基に＞

　統一テーマによるミーティングでは、不当な働きかけやパワハラ、
自転車運転のルール等に関する具体的なケースを基に意見交換を行っ
た。任意のミーティングでは、過去の事例集や様々な不祥事報道等か
らテーマを選定するなどしている。平成30年度は新たに、適正業務管
理官が取りまとめた不祥事報道等の資料を各コンプライアンス指導者
へ情報提供し、それを基に任意のミーティングを行った部署もあっ
た。

　適正業務管理官が行った講習会では、平成30年度に国交省職員が起
こした不祥事事案を取り上げて注意喚起を行った。その他にも、各
部・事務所の幹部会等を通じて、他省庁の幹部職員によるセクハラや
倫理規程違反の事案を受けて本省から出された周知指導文書や、様々
な不祥事報道等の情報について、職員への注意喚起・指導徹底の取組
が行われている。

　＜関係法令違反の違法性や懲戒処分等のペナルティについての
　　認識が高まるような内容を＞

　上記の取組において、様々な不正行為が関係法令等にどのように違
反しているか、どのようなペナルティが課されるか等について考え、
認識が高まるよう指導が行われている。

　＜特に入札談合等関与行為に対する違法性やペナルティについ
　　て十分に認識させる＞

　高知談合事案を知らない新規採用職員、期間業務職員に対しては、
研修や採用時講習で事案の内容を伝えているほか、その他の研修にお
いても、公正取引委員会の講師による官製談合防止法に関する講義を
実施している。各事務所等でも、高知談合事案の教訓を風化させない
ことが重要との認識を持って積極的に取り組んでいる。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

（１）幹部職員は、就任の都度、コンプライアンス宣誓を提出 　幹部職員の率先的な指導
の下、コンプライアンスの
取組が徹底されている。
　引き続き幹部職員がリー
ダーシップを発揮して、新
しい課題も含め、常に社会
からの要請に応えられる、
コンプライアンス意識の高
い組織風土を構築していく
ことが重要である。

　平成30年4月から平成31年3月までに異動のあった幹部職員85名（本
局55名、事務所30名）全員から、自筆による「コンプライアンス宣
誓」の提出を受けた。

（２）幹部職員は、人事評価（業績評価）において、コンプライアンス
徹底についての自己の研鑽及び所属職員への指導を目標に掲げ実行

　対象職員は、業績目標にコンプライアンスの徹底に関する目標を設
定し、以下のように率先して取り組んでいる。

各所属の幹部会等を通じて、不祥事の報道や人事院の資料等
様々な題材をもとに、コンプライアンスの徹底について職員へ
の周知・指導を行っている。

各課・出張所等でのコンプライアンス・ミーティング（以下
「ミーティング」という。）に所長、副所長が参加し、議論の
活性化等を図っている。

幹部職員の方から各課等へ顔を出し声がけしたり、決裁等の機
会に話を聞いたりするなど、積極的にコミュニケーションを
図っている。
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　４）研修講師等の拡充、能力の向上

　
体　１）コンプライアンス・ミーティング

　２）職員が自分の身近な問題として捉え、効果が浸透するような手法
の採用

　ミーティングや研修で
は、なるべく身近に感じる
テーマの設定等の工夫によ
り、多くの意見や質問が出
てきている。また、より効
果が浸透するよう、他者の
意見や質問に対する具体的
説明等を参加者が共有し再
確認している。今後、各部
署の独自の取組を適正業務
管理官が収集し、効果があ
るものは共有し活用する必
要がある。

　＜職員同士が質問・意見を出し合って理解を深めるグループ討
　　議方式等を積極的に採用＞

　グループ討議方式で行うミーティングでは、統一テーマや事務所等
の独自テーマを設定するに当たって、なるべく身近な事例を取り入れ
るとともに、職員自身や職場のことを振り返って考え、意見や質問を
出してもらうように努めており、出された質問等に対しては、適正業
務管理官が類似事例等や手続き上の実務例を示すなど、できるだけ具
体的な説明を行うよう工夫している。

　整備局実施のコンプライアンス研修は、課題についてグループ討
議、発表、質疑応答を行う方式により実施している。

（２）上記を踏まえたコンプライアンスに関する講習会等の取組の体系

　平成31年1月に実施した職
員アンケートで、ミーティ
ングについては、86.1％の
職員が「効果がある」と回
答している。
　実施頻度については、
87.7％の職員が「現状のま
ま」と回答している。
　引き続き取り組みを実施
していくが、より効果を高
めるために、具体的な事例
や社会的関心の高いもの、
職員一人ひとりが自分の身
近な問題として積極的に議
論に参加できるテーマ設定
とすることが必要である。

　ミーティングの実施方法については、平成30年度より正式に３ヶ月
完結方式（１ヶ月目に本局で作成した統一テーマに基づいてミーティ
ングを行い、２ヶ月目は意見等の集約と質問に対する回答を作成する
とともに必要に応じて各事務所等の独自テーマによるミーティングも
実施する期間とし、３ヶ月目に意見や質問への回答を共有・確認す
る）で実施している。
　各所属での独自のミーティングについては、コンプライアンスに関
する職員からの疑問点や、指導者あてに提供している事例集、研修や
講習会資料、時事報道等から身近なテーマを選定するなどの工夫を行
い、積極的に取り組まれている。

　また、ミーティングは基本的に各課等単位で実施しているが、推進
責任者や指導者が参加し議論の活性化を図ったり、組み合わせを変え
ながらの二課合同実施、役職階層別の実施など、マンネリ化防止の工
夫が各事務所において行われている。

　ミーティングへの参加率を高めるため、複数回の実施や他課のミー
ティングへの参加等の工夫を行い、職員の参加率（統一テーマに係る
もの）は100％となっている。

　平成30年度のミーティングの実施状況（テーマ、概要）は、別表１
のとおりとなっている。

　３）コンプライアンス講習会等への参加状況を職員ごとに記録
　
　ミーティング、講習会等
への参加状況について、各
部署で記録のうえ適正業務
管理官へ報告が行われ、適
正に管理されている。

　適正業務管理官等や各事務所等のコンプライアンス指導者（以下
「指導者」という。）が、コンプライアンスに関する講習会や研修の
受講状況、及びミーティングへの参加状況を記録・保存している。

　ミーティングへの参加状況は、各指導者から適正業務管理官へ毎月
報告するようにしており、統一テーマに係るものは100％の参加率と
なっている。
　また、各事務所等独自の講習会等を実施した場合も各指導者から適
正業務管理官へ適宜報告が行われている。

　事務所等における講習会
の講師を、各指導者が着実
に務めており、そのための
能力向上にも取り組んでい
る。

　講習会での講師を勤める指導者の能力向上のため、外部講師による
指導者講習会やブロックワーキングでの勉強会を実施した。また、国
土交通大学校主催の指導者養成研修に職員を派遣し、参考となる研修
資料を各指導者に展開する取組を新たに行った。

　各指導者等は、適正業務管理官等による講習会の未受講者に対する
フォローアップ講習会で講師を務めるほか、事務所等独自の講習会も
工夫しながら実施し自己の研鑽に努めている。

　なお、適正業務管理官が作成した講習会資料は、講義ノートを各指
導者へ送付し目線を合わせるようにした。
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　２）コンプライアンス講習会

　３）コンプライアンス研修

　４）ブロックワーキング

　５）イントラネットを活用した自主学習支援

 各事務所等の工夫を他の事
務所等が知る機会であり、
参加者から評価されてい
る。現場の実態や課題につ
いても本局出席者からのア
ドバイスや他事務所等の例
を参考にするなど、有意義
な情報共有ができた。
　今後さらに、各事務所等
の現場で抱える具体的な課
題や悩みについて、重点的
に議論する。

　徳島、香川、愛媛、高知の４ブロックごとに指導者が集まり、各事
務所等の取組について情報共有し、今後の取組について議論するなど
の勉強会を行っている。

　なお、年度当初のブロックワーキングには、本局から企画調査官、
適正業務管理官等が参加し、本局事務所間でのコンプライアンスの取
組に関する意見交換を行っており、特に平成30年度は、事業者との対
応ルールの遵守状況や、コンプライアンスを意識しすぎて萎縮してい
る状況がないかなど、現場の実態や課題について聞く場とした。

　各ブロックの実施状況（実施回数、議題、参加者）は、別表４のと
おりとなっている。

　職員アンケートの結果を
見ると、イントラの自主学
習コーナーや関係情報を
「活用したことがあり効果
があった」と回答した割合
は55.6％に止まる一方、
「あることを知らない」
4％、「知っているがほとん
ど見たことがない」33.6％
と、活用そのものが十分に
されていない状況であり、
「自主学習コーナー」への
アクセス数は前年より減っ
ており、周知の仕方を工夫
し、活用につなげることが
求められる。
　指導者講習会の録画視聴
は、各指導者が積極的に自
主学習に取り組むなどの効
果が上がっている。

　本局イントラネットに「コンプライアンス関係自主学習コーナー」
として、各種講習会資料やＱ＆Ａを、また「コンプライアンス関係資
料」として、過去のミーティング資料・意見等や、不祥事事案関係の
資料等を掲載し、職員の自主学習支援を図っている。

　平成30年度は「自主学習コーナー」に指導者講習会の録画をアップ
し、未受講者に視聴するよう指導した結果、未受講者全員が受講し
た。また、自主学習コーナーのＱ＆Ａに倫理関係、服務関係及び実際
にあった相談事例等の情報を追加した。
　「自主学習コーナー」へのアクセス数は、別表５のとおりとなって
いる。

　職員アンケート実施時点
で約90%が受講している。そ
の内80.7％が「効果があっ
た」と回答している。
　引き続き講習会は基礎的
な知識および重点テーマの
習得を行うなど、他の項目
との役割を明確にして実施
していくことが必要であ
る。

　講習会は、全職員が年度中に１回は受講できるよう、①指導者を対
象とした指導者養成講習（講師：外部講師）、②管理職等を対象とし
た講習会（講師：適正業務管理官等）、③係長、係員等を対象とした
講習会（講師：各指導者）を実施している。また、新規に採用された
期間業務職員を対象とした採用時講習（講師：各指導者、総務課長補
佐等）も実施している。なお、未受講者をなくすため、必要に応じ、
対象以外の受講も可としている。

　また、上記以外にも各事務所等では独自のテーマにより講習会を実
施するなど、自律的な取組が積極的に行われている、
　平成30年度の実施状況（テーマ、講師、受講者数）は、別表２のと
おりとなっている。

　コンプライアンス研修に
ついて、研修員のアンケー
ト結果をみると、講義の必
要性（高い、やや高い）約
80%、理解度（よくできた、
概ねできた）約90％となっ
ており、意識や知識の向上
等の効果があったと言え
る。

　四国地方整備局が実施する研修のうち、新規採用職員研修及び昇任
時研修（初任係長）、管理職Ⅰ（課長、出張所長等）、管理職Ⅱ（副
所長））において、コンプライアンスに関する講義（講師：適正業務
管理官、総務課長補佐）を実施したほか、国家公務員の服務・倫理、
ハラスメント防止等に関する講義（講師：人事課）や、入札談合等関
与行為の防止等に関する講義（講師：公正取引委員会）などが行われ
ている。また、コンプライアンスに関する講義内容のある国土交通大
学校や人事院等の他機関主催の研修にも職員を派遣し、受講機会の確
保に努めている。

　整備局実施のコンプライアンス研修の実施状況（テーマ、受講者
数）は、別表３のとおりとなっている。
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（３）その他の意識啓発のための取組

　１）局長からの呼びかけ

　２）パソコン立ち上げ時のコンプライアンスメッセージの表示

　３）各職員がコンプライアンスの行動をチェック

　４）コンプライアンス・ハンドブックの作成 　職員アンケートによる
と、「効果がある」と回答
した割合は20.2％に止ま
り、その他の職員は「配ら
れるだけでほとんど見るこ
とはない」と回答してい
る。
　講習会及びミーティング
等で活用方法などを周知し
たり、見る機会を増やす取
組が必要である。

　平成28年度の推進計画の策定に合わせて作成したハンドブックを、
ミーティングや講習会の参考資料として使用するなど、活用が進むよ
う取り組んだ。

　組織のトップが理念や方
針を明確に示すことが重要
であり、これらのメッセー
ジにより組織が一丸となっ
てコンプライアンスの推進
に取り組むことができてい
る。

　平成30年12月の国家公務員倫理週間の局長メッセージで、全職員に
対し「コンプライアンスや業務において判断に迷うときにはまず上司
に相談し、組織として判断する風土を作ることが重要」との呼びかけ
等を行った。

　職員アンケートによる
と、58.3％の職員が「効果
がある」と感じているが
「毎日見ていると効果が薄
れる」という職員が34％い
る。
　時々の社会の要請に合っ
た必要なメッセージを有効
なタイミングで表示するこ
とにより、職員が再確認で
きるとともに、メリハリの
ある取組となるような工夫
が求められる。

　日々ランダムに表示しているが、新たに「公文書の日」に関する周
知や、ＧＷ期間中の情報セキュリティに関する注意事項など、特定期
間に周知すべき事項があればそれらを表示している。7月には本省か
らの周知文書を受け、セクハラ防止に関するメッセージを一定期間表
示し注意喚起を行い、12月は国家公務員倫理週間（12/1～7）に関連
して倫理規程に関する画面を重点的に表示した。

　職員アンケートによる
と、「効果がある」と回答
した割合は87.5％と高い割
合となっている。行動
チェックは職員個人のコン
プライアンスの意識の醸成
を図るものであり、今後、
行動チェックシートを抽出
し、分析を行い、指導者の
今後の参考とすることが必
要である。

　統一テーマによるミーティング実施月（４、７、10月）に、本局で
作成した行動チェックシートにより実施した。
　４月は管理職員が部下職員の行動についてもチェックする方法を試
行した。また、従来ミーティングテーマとは関連せず、チェック
（シート）は独立していたがの内容だったが、７月と10月はミーティ
ングテーマに連動したチェックシートを作成した。
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４　発注者綱紀保持の徹底

（１）事業者等との対応ルールについて職員及び事業者等に徹底

（２）不当な働きかけに対する報告の徹底

５　円滑なコンプライアンス相談・報告等の実施に向けた取組

　コンプライアンス相談・報告窓口については、ミーティング資料の
末尾へ必ず記載し、相談・報告者は必ず保護されるので安心して相談
等するよう呼びかけている。また、講習会や研修においても積極的に
周知している。

　コンプライアンス相談・
報告窓口についての職員へ
の周知は十分行われてお
り、倫理規程関係を中心に
適正業務管理官への相談も
月５件程度行われている。
しかしながら、相談・報告
に対する職員の意識につい
ては、職員アンケートの結
果、「相談・報告する」と
回答したものは43.3%に過ぎ
ず、19.9%の職員は「相談・
報告者がわかってしまう心
配がある」6.7%が「面倒臭
さや迷惑をかける」と回答
するなど、実際に相談・報
告することには何らかの抵
抗を感じていることが分
かった。
　今後は「風通しが悪いと
感じる場合がある」という
3.9％の職員の不満を解消す
るとともに、相談・報告に
対する職員の抵抗感を払拭
していくことが必要であ
る。

　事務所等においては、指導者である副所長室の入口に相談・報告窓
口である旨の表示を行うとともに、日頃からいろいろな機会を通じて
早めの相談について指導している。また、風通しのよい組織・職場づ
くりについては、所課長会議等において管理職員への指導を行うとと
もに、幹部職員の方から積極的に所属職員への声がけを行うよう心が
けており、所長に何でも相談できる打合せ時間を設けたり、事務所独
自の講習会で所長、副所長と一般職員との意見交換を実施したり、指
導者やセクハラ相談員が期間業務職員と面談を行いパワハラ等も含め
相談をしやすい場を設けたりするなど、職員間のコミュニケーション
の醸成を図る工夫も行われている。

　事業者等からの不当な働
きかけに対する対応や報告
義務についても、機会ある
ごとに職員への啓発が行わ
れているが、（職員アン
ケートによると）「不当な
働きかけを受けたが断っ
た、判断に迷うようなこと
があった」という回答が1％
あったが、内容としては、
不当な働きとまでは言えな
いものであった。

　規程第12条及びマニュアル第12条関係に規定する、事業者等からの
不当な働きかけと思料する行為への対応及び当該事実の局長への報告
義務についても、幹部会や課内会議等の機会を通じて職員に徹底して
いる。
　また、平成30年度は、不当な働きかけがなかったかを所属長が所属
職員に定期的に確認を行い所課長会議等で報告するよう依頼した。
（新たな取組）

　平成30年４～６月のミーティングでは、不当な働きかけを受けたか
どうか判断に迷う場合を含めて相談・報告するよう意識啓発を図っ
た。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　ルール遵守に向けた職員
及び事業者等への啓発・周
知や、ハード面での対策は
徹底されている。職員アン
ケートによると「職員も事
業者もルールを守ってい
る」という回答が90％と
なっており、一定の効果を
上げていることが分かっ
た。
　引き続き、ルール違反の
実態があるかどうか定期的
に確認するなどの実効性の
確保に努めることが必要で
ある。

　発注者綱紀保持規程（以下「規程」という。）第５条及び発注者綱
紀保持マニュアル（以下「マニュアル」という。）第５条関係に規定
するルール（公平かつ適正に接すること、原則としてオープンな場所
で複数により対応すること）について、幹部会や課内会議などの機会
を通じて職員に周知・徹底するとともに、整備局ホームページへの掲
載、玄関や執務室入り口へのポスター・チラシ等の掲示や、事業者団
体との意見交換の機会を捉えて依頼するなど、事業者等に対しても周
知徹底を図っている。
　また、平成30年度は、ルールが実際に守られているかどうかを所属
長が所属職員に定期的に確認を行い所課長会議等で報告するよう依頼
し、現時点までに問題ありとの報告はない。（新たな取組）
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Ⅱ　入札契約手続きの見直しと情報管理の徹底

１　不正が発生しにくい制度への見直し

２　情報管理の徹底

Ⅲ　推進計画の実施状況及び実効性の定期的検証

１　コンプライアンス推進本部によるモニタリング等

（１）推進計画に基づく取組の実施状況報告

（２）推進計画に基づく取組の公表 　本局ホームページに掲載
し、関係各方面に周知等を
行うことにより、取組に対
する透明性の確保を図って
いる。

　平成29年度の取組状況について本部長評価を行い、アドバイザリー
委員会の審議を経た「平成29年度四国地方整備局コンプライアンス報
告書」を、8月に本局ホームページの「コンプライアンスの取組」
コーナーにおいて公表した。
　本中間報告も公表した。

　情報管理責任者により定
期的に点検を行うなど、秘
密情報の漏えい防止等のた
めの発注事務に関する情報
管理の徹底が図られてい
る。今後とも職員にその重
要性と責任を認識させ、引
き続き徹底する必要があ
る。

　規程第３条の２、第３条の３及び第４条並びにマニュアルの同条関
係の規定に基づき、発注事務に関する情報管理の責任体制（情報管理
総括責任者による情報管理責任者、業務上取り扱う者の指定等）を確
立し、文書の施錠箇所での保管、データのアクセス制限やパスワード
設定、入契委員会資料の回収・廃棄の徹底等、秘密情報の管理が適切
に行われており、情報管理責任者による点検を定期的に行っている。
　また、情報管理ルールの徹底について、ミーティングや所課長会議
等の場で注意喚起、意識啓発を行っている。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　推進本部による取組状況
のモニタリングについて
は、毎月の定例会議におけ
る推進責任者からの報告、
及び各部・事務所等からの
月例報告を取りまとめたも
のにより、局長を始めとす
る推進本部員が把握し、検
証及び改善に向けた指導等
が行われている。

　推進計画に基づく取組の実施状況は、毎月、各部・事務所等からの
報告を受け、推進本部の定例会議において報告している。
　また、各事務所・管理所の推進責任者が年１回は定例会議に参画
し、各事務所等の独自の取組状況、入札契約（工事・コンサル）の発
注状況及び分析、課題・問題点等について報告を行っている。なお、
報告は平成27年度よりＴＶ会議により行われ、他の事務所等は視聴に
より参加可能となっており、事務の合理化・効率化を図っている。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　見直し後の入札契約手続
きについては、定着し適正
な運用が行われている。引
き続き、職員が巻き込まれ
ないよう、不正が発生しに
くい制度を維持する必要が
ある。

　事務所等が発注する全ての工種の工事について、予定価格の作成を
入札書の提出後に行うとともに、入札書と技術提案書を同時に提出さ
せている。また、技術審査・評価業務を、香川（徳島、池田地区含
む）、松山、高知、中村の各ブロックの品確センターに集約し、積算
業務との分離体制を確保するとともに、技術提案書における業者名の
マスキングを徹底するなど、情報漏洩の防止対策を図っている。
　また、平成29年度より本局においても積算業務と技術審査・評価業
務との分離体制を確保している。
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２　推進計画に基づく取組の実効性の定期的検証

（１）セルフチェックシートによる職員の法令等理解度の検証

（２）アンケートによる職員のコンプライアンス意識等の把握

３　事務所ごとの応札状況の透明化・情報公開の強化

　各取組の効果及び問題点
等をなるべく具体的に把握
するとともに取組の優先度
に対する意見を聞くことに
より、取組全体の効率化・
合理化を図りつつ個別の取
組の効果をより高めるため
の方策の検討に資するもの
と思われる。
　また、相談・報告があっ
てしかるべき内容や相談・
報告に対する職員の意識に
ついて、匿名によるアン
ケートを利用して調査する
ことで、実態の把握により
近づくことができた。

　「コンプライアンス意識及び取組に関する職員アンケート」を平成
31年1月に実施し、職員のコンプライアンス意識等の把握、取組の効
果の検証を行なった。

　今回のアンケートは、取組を全体的にメリハリのあるものとするよ
う、各取組の効果等を個別に検証し、その効率化・合理化を図るため
の参考とすることを主な目的として実施した。具体的には、職員の意
識啓発に関する各取組について、効果の有無及び実施頻度・方法・内
容等の改善点を聞くとともに 「特に重点的に取り組むべき項目」を
三つ選択してもらった。結果は「ミーティング」27.3％、「講習会」
20.8％、「行動チェック」15.8％、「ＰＣ起動時のメッセージ」
10.8％、「研修」10.1％、「イントラでの自主学習」7.7％、「ハン
ドブック」4.9％となった。
　また、「不正を未然に防げなかった職場環境」に鑑み、事業者等と
の対応ルールの遵守状況、不当な働きかけの有無、相談・報告に対す
る意識等について調査を行った。結果は、上記Ⅰの４「発注者綱紀保
持の徹底」の（１）（２）及び５「円滑なコンプライアンス相談・報
告等の実施に向けた取組」の【取組に対する評価】欄に記載したとお
りである。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　推進本部の定例会議において、推進責任者より事務所ごとの落札率
や入札参加業者数の状況等について報告し、競争性の確保に問題がな
いか確認を行っている。また、第三者機関である入札監視委員会にお
いて外部有識者の審査を受けることにより入札及び契約の透明性の確
保に努めている。

　四国地整の入札・契約状
況等について、外部・内部
の会議でチェックを行うと
ともに、事務所ごとの応札
状況等をホームページで公
表するなど、透明化、情報
公開の強化に努めている。

　事務所ごとの月別平均落札率の推移及び年度別平均落札率（一般土
木Ｃ等級・港湾土木Ｂ等級工事）及び業者別年間受注額・受注割合に
ついて、平成25年度以降のデータを本局ホームページで公表し、月ご
とのデータを追加更新している。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　コンプライアンスに関す
る法規等を正しく理解する
ことは重要であり、引き続
き、事例において正答率が
低いもの、判断が難しいも
のについては、講習会、ハ
ンドブック等に盛り込ん
で、正しい知識の習得に努
めることが必要である。

　全職員を対象としたコンプライアンス関係法令等セルフチェックを
平成31年1月に実施し、法令等に対する認識、理解度の検証を行っ
た。特に過去の正答率が低かった設問をピックアップして行った。そ
の結果、総じて正答率は上がっているものの、いまだに十分とは言え
ない状況である。正答率が低い設問をみると、安全サイドに立った回
答をしたため、誤答となったものが多い。
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４　内部監査の強化・充実

Ⅳ　取組等の周知

Ⅴ　推進計画の定期的検証及び見直し

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　平成30年度に計画の終期を迎えることを踏まえ、上記Ⅰ～Ⅳの取組
状況に対して行った推進本部による検証及び評価、並びに平成31年2
月のアドバイザリー委員会における意見等を基に、平成31年2月5日の
本部会議において、新しい推進計画を策定した。

 早期に新しい計画を策定す
ることができたため、自治
体および事業者団体への周
知を早めにｽﾀｰﾄすることが
できた。

　事業者団体との意見交換会等の場で、幹部職員から発注者綱紀保持
を含むコンプライアンスの取組について協力依頼を行っている。

　四国地整のコンプライア
ンスの取組に対する理解・
協力を求める関係各方面へ
の周知等が、様々な機会、
方法により積極的に行われ
ている。
　今後、直接対面して依頼
する取組を強化することに
より、実効性を高めていく
必要がある。

例） 高知県建設業協会との意見交換会の場で、所長から発注者綱紀
保持規程について周知した。

　本局ホームページの「コンプライアンスの取組」コーナーに、推進
計画や発注者綱紀保持規程・マニュアル等とともに「事業者のみなさ
まへ」として取組への協力依頼を掲載している。また「入札・契約情
報」コーナーでも「有資格事業者のみなさまへ」として周知・協力依
頼を掲載している。

　一般競争参加資格認定通知書に、発注者綱紀保持の取組に対する理
解と協力を求めるチラシを同封している。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】

　本局監査官室が、平成30年10月から12月にかけて、９事務所で推進
計画の取組状況等について監査を実施し、その際、所長、副所長に対
して個別ヒアリングも行い、各事務所における入札談合等関与行為の
再発防止対策の取組姿勢等について検証を行った。

　監査の結果、コンプライ
アンスの取組状況につい
て、現地に入り把握すると
ともに、その際ヒアリング
により幹部職員の意識や取
組状況の確認を行い、事務
所等において再発防止が適
切に図られていることを確
認できた。

【 取 組 状 況 】 【取組に対する評価】
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別表１

実 施 ⽉ ミ ー テ ィ ン グ ・ テ ー マ ミ ー テ ィ ン グ の 概 要

４⽉ 事業者等からの「不当な働きかけ」に該当し得る⾏為について、考察し、⾃由に意⾒
交換も⾏った。また、報告⽅法についても確認した。

５⽉ 事務所等独⾃のテーマで任意に実施。（本局から送付した「懲戒処分等が⾏われた
不祥事事例」等も適宜使⽤）

６⽉ 4⽉のミーティングで出された意⾒・質問及びそれらに対する回答・説明について、情報
共有・確認を⾏った。

７⽉ 「パワー・ハラスメント」の定義や該当し得る⾏為などについて、⾃由に意⾒交換を⾏っ
た。

８⽉ 事務所等独⾃のテーマで任意に実施。（本局から送付した「懲戒処分等が⾏われた
不祥事事例」等も適宜使⽤）

９⽉ 7⽉のミーティングで出された意⾒・質問及びそれらに対する回答・説明について、情報
共有・確認を⾏った。

１０⽉ ⾝近な乗り物である「⾃転⾞」について、⾃分や他⼈の運転を振り返り、また、「ながら
運転・スマホ」についても、⾃由に意⾒交換を⾏った。

１１⽉ 事務所等独⾃のテーマで任意に実施。（本局から送付した「懲戒処分等が⾏われた
不祥事事例」等も適宜使⽤）

１２⽉ 10⽉のミーティングで出された意⾒・質問及びそれらに対する回答・説明について、情
報共有・確認を⾏った。

１⽉ セルフチェックを実施し、コンプライアンスについての理解度を確認した。

２⽉ 事務所等独⾃のテーマで任意に実施。（本局から送付した「懲戒処分等が⾏われた
不祥事事例」等も適宜使⽤）

３⽉ ２⽉に実施したセルフチェックの中で、正答率の低かった問題を中⼼に再確認を⾏っ
た。

計 ９回

コンプライアンス･セルフチェック

平成３０年度　コンプライアンス・ミーティング実施状況

不当な働きかけかもと思ったら

ハラスメントのない職場にするために

⾝近な⾃転⾞について今⼀度考えよ
う！



別表２

実　施　部　署 講　義　テ　ー　マ 講　　師 受講者数

４ ⽉ １１
１７ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 コンプライアンス推進計画に基づく、実施状況の確認及び再周知 コンプライアンス指導者 29

４ ⽉ １２ ⽇ 那賀川河川事務所 「コンプライアンス」関係 コンプライアンス指導者 40

４ ⽉ ２３ ⽇ 本局 「不祥事における危機管理」 国交⼤柏　⽩﨑教授 78

５ ⽉ １４
１７ ⽇ ⾼松港湾・空港整備事務所 「パワハラ、セクハラ防⽌」関係 総務課⻑ 34

５ ⽉ １８ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「コンプライアンス」関係 総務係⻑ 11

６ ⽉ １３ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「⼈事院研修資料」 総務係⻑ 11

６ ⽉ ２０ ⽇ ⼩松島港湾・空港整備事務所 「収賄での損害賠償請求等」関係 コンプライアンス指導者 34

７ ⽉ １０ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「農政局⼊札不正で職員免職」関係 総務係⻑ 11

７ ⽉ ２５ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 「セクシュアル・ハラスメントの防⽌について」 コンプライアンス指導者 29

８ ⽉ ８ ⽇ 四国技術事務所 「セクシュアル・ハラスメント」関係 セクハラ相談員 7

８ ⽉ １０ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「災害対応時の不適切事案」関係 総務係⻑ 11

８ ⽉ ３０ ⽇ 徳島河川国道事務所 「セクシュアル・ハラスメントの防⽌について」 コンプライアンス指導者 37

９ ⽉ １１ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「災害対応時の不適切事案」関係 総務係⻑ 11

９ ⽉ １３
１７ ⽇ 松⼭港湾・空港整備事務所 「発注者綱紀保持規程と倫理」関係 コンプライアンス指導者 27

１０ ⽉ １１ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「⼈事院研修資料」 総務係⻑ 11

１０ ⽉ ９ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「国家公務員と⼀般国⺠という間柄への対応について」 総務係⻑ 11

１０ ⽉ １２ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 「⾃転⾞・⾃動⾞運転」関係 コンプライアンス指導者 20

１０ ⽉ ２３ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 8

１０ ⽉ ２４ ⽇ ⾼知河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 45

１０ ⽉ ２４ ⽇ ⼟佐国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 40

１１ ⽉ ２ ⽇ ⾹川河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 48

１１ ⽉ ２ ⽇ 四国技術事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 25

１１ ⽉ ５ ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 26

１１ ⽉ ５ ⽇ 吉野川ダム統合管理事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 18

１１ ⽉ ５
６ ⽇ ⼭⿃坂ダム⼯事事務所 「コンプライアンス」関係 コンプライアンス指導者 34

１１ ⽉ ６ ⽇ 那賀川河川事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 25

１１ ⽉ ７ ⽇ 徳島河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 31

１１ ⽉ １３ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 16

１１ ⽉ １４ ⽇ 中村河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 49

１１ ⽉ １４ ⽇ 野村ダム管理所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 6

１１ ⽉ ２０ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 「職場でのハラスメント防⽌について」 セクハラ相談員 12

平成３０年度　コンプライアンス講習会実施状況

　実　施　⽇



別表２

実　施　部　署 講　義　テ　ー　マ 講　　師 受講者数

平成３０年度　コンプライアンス講習会実施状況

　実　施　⽇

１１ ⽉ ２１ ⽇ ⼭⿃坂ダム⼯事事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 19

１１ ⽉ ２１ ⽇ ⼤洲河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 12

１１ ⽉ ２２ ⽇ 松⼭河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 37

１２ ⽉ ５ ⽇ 那賀川河川事務所 公務員倫理法 コンプライアンス指導者 20

１２ ⽉
１０
〜

１４
⽇ 本局（１０回） 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 適正業務管理官 338

１２ ⽉ １１ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「⼯事着⼿前及び⼟地収⽤法による地元説明会時の業者による
茶菓⼦の準備の可否について」 総務係⻑ 10

１２ ⽉
１７
〜

２１
⽇ 徳島河川国道事務所（５回） 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 コンプライアンス指導者 126

１２ ⽉
２０
〜

２７
⽇ 本局（５回） 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 コンプライアンス指導者 15

１２ ⽉ ２５
２７ ⽇ 中村河川国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 コンプライアンス指導者 23

１ ⽉ ８ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「セクハラちは何だ、コンプライアンスとは⼀体何だろう」 総務係⻑ 11

１ ⽉ ２３ ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 コンプライアンス指導者 12

１ ⽉ ２９ ⽇ 松⼭河川国道事務所 「倫理・服務・発注者綱紀保持」 コンプライアンス指導者 11

２ ⽉ ４ ⽇ ⼟佐国道事務所 「不祥事（不正⾏為）防⽌のために」 コンプライアンス指導者 70

２ ⽉ １２ ⽇ ⼤渡ダム管理所 「統計処理について」 総務係⻑ 11

67 回 1,510 名計



別表２

実　施　部　署 講　　義　　テ　　ー　　マ 講　　師 受講者数

４ ⽉ ２ ⽇ 吉野川ダム統合管理事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

４ ⽉ ３ ⽇ 松⼭港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

４ ⽉ ６
１０ ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

４ ⽉ ９
１０ ⽇ 中筋川総合開発⼯事事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

４ ⽉ １０ ⽇ ⼟佐国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 5

４ ⽉ １１ ⽇ 那賀川河川事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

４ ⽉
１２
１３ ⽇ 中村河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

４ ⽉ １３ ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 8

４ ⽉ １９ ⽇ 本局 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 適正業務管理官 7

４ ⽉ ２６ ⽇ ⼭⿃坂ダム⼯事事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

５ ⽉ １５ ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

５ ⽉ １８ ⽇ ⾼松港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

５ ⽉ ２２ ⽇ 松⼭港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

５ ⽉ ２５ ⽇ ⾼知河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

５ ⽉ ３０ ⽇ 松⼭河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 4

６ ⽉ １ ⽇ ⾼松港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

６ ⽉ ４ ⽇ ⼤洲河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 4

６ ⽉ １８ ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

６ ⽉ ２０
２５ ⽇ 中村河川国道事務所 「国家公務員倫理Ｈ３０．３」関係 コンプライアンス指導者 15

６ ⽉ ２８ ⽇ 本局 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 総務課補佐 1

８ ⽉ ７ ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

８ ⽉ ７ ⽇ ⾹川河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

８ ⽉
７
８ ⽇ 中村河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

８ ⽉ ３０ ⽇ 本局 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 総務課補佐 1

８ ⽉ ３１ ⽇ ⼤洲河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

９ ⽉ １２ ⽇ 松⼭河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

９ ⽉ １９ ⽇ ⾼松港湾・空港整備事務所 「国家公務員の服務」関係 コンプライアンス指導者 1

９ ⽉ １４ ⽇ ⼩松島港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

９ ⽉ ２１
２５ ⽇ 中村河川国道事務所 「義務違反ハンドブック（⼈事院）」関係 コンプライアンス指導者 15

１０ ⽉ 2 ⽇ ⼟佐国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

１０ ⽉ １５ ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

１０ ⽉ 15 ⽇ ⼭⿃坂ダム⼯事事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

平成３０年度　コンプライアンス講習会（期間業務職員等）実施状況

実　施　⽇
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実　施　部　署 講　　義　　テ　　ー　　マ 講　　師 受講者数

平成３０年度　コンプライアンス講習会（期間業務職員等）実施状況

実　施　⽇

１１ ⽉ 2 ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「国家公務員の服務」関係 コンプライアンス指導者 3

１１ ⽉ ７ ⽇ 松⼭河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

１１ ⽉ ２７ ⽇ 本局 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 課⻑補佐 1

1 ⽉ 9 ⽇ 徳島河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

１ ⽉ １６ ⽇ ⼟佐国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 2

１ ⽉ １６ ⽇ ⾼松港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

２ ⽉
４
８ ⽇ 中村河川国道事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

２ ⽉ ２６ ⽇ 中村河川国道事務所 「政府における公⽂書管理の取組の必要性について」 コンプライアンス指導者 15

３ ⽉ ６
８ ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」

「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

３ ⽉ ８ ⽇ 四国⼭地砂防事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

３ ⽉ ２２ ⽇ ⼩松島港湾・空港整備事務所 「コンプライアンスの徹底」「国家公務員の服務」「倫理法･倫理規程」
「発注者綱紀保持規程」関係 コンプライアンス指導者 1

51 回 123 名計



別表３

実　施　⽇ 研　修　名 講　　義　　テ　　ー　　マ 受講者数

4⽉3⽇ 新規採⽤職員研修 「コンプライアンスの徹底」関係
「あなたとあなたの⼤切な⼈を守るコンプライアンス（DVD）」上映 49

5⽉23⽇ 管理職Ⅱ研修 「⾼知談合事案を振り返って」 16

6⽉8⽇ 初任係⻑研修 「発注事務のケーススタディ」関係 11

11⽉20⽇ 管理職Ⅰ研修 「パワー・ハラスメントについて」 27

計 ４回 103 名

平成３０年度　コンプライアンス研修実施状況



別表４

地　区 議　　題 参加⼈数

徳島地区 第１回 6⽉20⽇

○各事務所の昨年度の取組状況と今年度の取組予定
○発注者綱紀保持の徹底に関する現場での実態
○関係団体及び事業者との意⾒交換の実施状況及びコンプラ
イアンス上の課題

17

⾹川地区 第１回 6⽉21⽇

○各事務所の昨年度の取組状況と今年度の取組予定
○発注者綱紀保持の徹底に関する現場での実態
○関係団体及び事業者との意⾒交換の実施状況及びコンプラ
イアンス上の課題

17

愛媛地区 第１回 6⽉6⽇

○各事務所の昨年度の取組状況と今年度の取組予定
○発注者綱紀保持の徹底に関する現場での実態
○関係団体及び事業者との意⾒交換の実施状況及びコンプラ
イアンス上の課題

17

⾼知地区 第１回 6⽉27⽇

○各事務所の昨年度の取組状況と今年度の取組予定
○発注者綱紀保持の徹底に関する現場での実態
○関係団体及び事業者との意⾒交換の実施状況及びコンプラ
イアンス上の課題

19

計 ４回 70 名

平成３０年度　ブロックワーキング実施状況

⽇　程



別表５

　　　　　年 　月 アクセス数 参考（前年同月） 参考（前々年同月）

平成３０年 ４月 67 102 30

平成３０年 ５月 54 83 37

平成３０年 ６月 83 101 43

平成３０年 ７月 62 57 13

平成３０年 ８月 97 70 67

平成３０年 ９月 53 102 19

平成３０年 １０月 59 78 34

平成３０年 １１月 77 125 11

平成３０年 １２月 165 262 31

平成３１年 １月 351 101 30

平成３１年 ２月 107 171 40

平成３１年 ３月 67 124 79

計 1,242 1,376 434

H３０自主学習コーナーアクセス数
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